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１．調査目的 

 

１．調査目的 

本調査研究は、海上保安分野の能力向上支援に

おいて、アメリカ、オーストラリア、インドとの

連携可能性を検討していくための政策提言を実施

することを最終的な目的としている。 

これまでの調査結果から、日米豪印連携には被

支援国の対中政策、対米政策が大きく影響を与え

ており、関係国との協力実現には被支援国の外交

政策を把握していく必要性を強く認識することと

なった。日米豪の支援の中心となっている ASEAN

諸国の外交政策を調査したうえで、インド太平洋

地域の能力向上支援活動において、日米豪印が実

施可能な能力向上支援活動に関する政策提言を行

い、効果的連携の実現に資することを目的とする。 

 

２．調査内容及び結果 

（１）オーストラリア、フランス、インド 

支援国であるオーストラリア、またインド太平

洋において大きなプレゼンスを有するフランスに

ついては、基本的な政府構造、外交政策に加え、

それぞれの対外支援活動及びメカニズムについて

調査を実施している。 

特に、オーストラリアは太平洋島しょ国に対す

る主要な支援国であり、海上保安の分野において

も非常に大規模な支援活動を実施している。オー

ストラリアの支援メカニズムとして、オーストラ

リア国防省の支援活動における関わりなどについ

て解説を実施している。 

また、フランスについては現在、協力が進めら

れているクアッド、日米豪印連携の枠外の国では

あるものの、クアッドプラスとして連携が強化さ

れる可能性、インド太平洋におけるプレゼンスの

大きさ、世界各地における支援活動の展開など、

インド太平洋におけるフランスとの連携は、今後

の海上保安庁における課題となるであろうことか

ら、今回調査対象として追加したものである。 

インドについては、過去の調査項目のアップデ

ートに加え、日本との連携可能性を検討すべく、

モルディブやモーリシャスにおけるインドの支援

活動についてフォーカスを当てた解説を行ってい

る。 

（２）ベトナム、フィリピン、マレーシア、

インドネシア 

ベトナム、フィリピン、マレーシア、インドネ

シアは日本の海上保安分野における主要な支援対

象国である。フィリピン、インドネシアについて

は過去に調査を実施したが、今回追加調査を実施

しており、ベトナム、マレーシアについては新規

に基礎情報をまとめている。 

ベトナムについては、公開情報が限られている

こともあり、限られた情報源ではあるが可能な範

囲で情報の整理を行った。 

マレーシアについては、各国からの支援受け入

れについて、慎重な姿勢である印象を受けていた

ことから、中国との経済関係も含めた分析を実施

した。 

フィリピンについては、フィリピン領海にて活

動を実施する各機関間における権限の重複などに

ついて調査を行うとともに、海洋状況把握のため

に米国支援により設置された国家沿岸監視制度

（NCWS）について説明を行っている。 

インドネシアについては、新たに設立されたイ

ンドネシア海洋情報センター（IMIC）にフォーカ

スするとともに、インドネシア海上保安機関の船

艇などのアセットの維持管理制度について情報収

集を行い、解説を加えた。 
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海上保安機関への能力向上支援に関する 
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３．おわりに 

 今次調査においては、2019 年度より実施した当

プロジェクト集大成の年として、支援国であるオ

ーストラリア、インド、フランス、そして被支援

国であるベトナム、フィリピン、マレーシア、イ

ンドネシアについて、情報収集分析を実施した。

各国の支援制度、ステイクホルダーを明らかにす

るとともに、いくつかの国については連携に関す

るアプローチなどの具体策についても提言を実施

した。 

新型コロナウィルスの世界的な感染拡大のため、

当初予定していた調査項目、特に現地におけるフ

ィールドスタディの大部分を実施できていないこ

とから、実態の把握という点では十分とは言えな

いが、当調査研究により、これまで海上保安庁が

把握できていなかった情報を多く収集、整理して

おり、これら調査結果が海上保安分野における国

際協力推進の一助となることを願っている。 
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１．調査目的 

 

１．調査の目的 

航空分野においては、2010 年に ICAO において

策定された「2020 年以降国際航空からの CO2 総

排出量を増加させない」というグローバル削減目

標を達成するため、2018 年に市場メカニズムを活

用した削減対策である CORSIA 制度（Carbon 
Offsetting and Reduction Scheme for International 
Aviation）が国際民間航空条約の附属書として採択

された。2021 年より、国際線を運航する本邦エア

ラインに対しても、ベースラインから増加した排

出量のオフセット義務が適用されている。我が国

及び本邦エアラインは、当該オフセット義務の履

行手段である「持続可能な航空燃料（SAF： 
Sustainable Aviation Fuels）」及び炭素クレジットの

活用について、戦略的に対応していく必要がある。 
SAF の普及にあたっては、SAF の原料調達から

給油までの一連のプロセスにおける課題を解決し、

SAF の安定したサプライチェーンを構築するとと

もに、当該プロジェクトで導入予定の SAF が

CORSIA で認められることが重要である。このた

め、SAF 導入に向けた課題の抽出及び対応策の検

討を行うとともに、ICAO における議論を注視し

ていく必要がある。 
加えて、オフセットの手段である炭素クレジッ

トについては、現時点で CORSIA の下で認められ

た国産のクレジット制度は存在しないが、国富流

出の防止等の観点から、国産のクレジット制度が

適格性を認められることが重要である。また、国

内航空分野においても、我が国の野心的な削減目

標の達成に貢献するため、炭素クレジットを含む

市場メカニズムを活用した取組みの可能性につい

て、CORSIA における制度設計も参考にしつつ、

検討を行うことが重要である。 
検討を行うことが重要である。 

また、海運分野においては、国際海運における

GHG ゼロエミッションに向けて、IMO（国際海事

機関）が策定した「GHG 削減戦略」に基づく国際

的な取組が進められている。その中での新たな政

策的動きとして、船舶用燃料の生産から供給・消

費に至るまでの GHG 排出量の評価を行うべく、

「船舶燃料の GHG 排出量に関するライフサイク

ル評価（LCA：Life Cycle Assessment）のための

ガイドライン案」の検討が進められている。当所

においては、IMO でのガイドライン案の議論に先

駆け、LCA に関する調査研究を行っている。 
これら航空、海運それぞれの調査研究について

も、海事業界、航空業界、その他交通運輸事業者

等に対し、気候変動問題に係る周知啓発を図るこ

とが重要である。 
 
２．調査内容 
(1) CORSIA 制度等に係る調査 

CORSIA の対象期間及び参加国並びにオフセッ

ト義務量の算出方法を整理するとともに、削減義

務の遵守手段として、CORSIA 適格燃料（SAF 等）

及び CORSIA 適格排出ユニット（炭素クレジット）

の概要を整理した。 
更に、CORSIA 適格燃料に関しては、持続可能

性基準（CO2 削減効果の算出方法を含む。）、持続

可能性認証におけるサプライチェーンモデル等に

ついて、CORSIA 適格排出ユニットに関しては、

CORSIA 等における位置づけ、ICAO における決定

プロセス・要件等について、それぞれ調査を実施

した。 
 
(2) 我が国における持続可能な航空燃料（SAF）の

航空分野における CO2削減取組みに関する 
調査（CORSIA調査）及び 

海事・航空等交通運輸業界への周知啓発 
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普及促進に向けた課題・解決策に関する調査検討 
SAF の原料調達から給油までの一連のサプライ

チェーン（原料調達、製造支援、CORSIA 適格燃

料として認められるための対応、SAF の規格に関

する国内検査体制、品質管理・輸入 SAF 受入、空

港における受入・給油）における課題を整理する

とともに、解決策をとりまとめた。 
 

(3) 航空分野における市場メカニズムを活用した

気候変動対策に関する調査検討 
 国産クレジット制度の CORSIA 適格化を見据え

た今後の国際航空分野におけるクレジットの活用

及び国内航空分野におけるクレジット取引を含む

カーボンプライシングの導入を検討する上での論

点を整理した。 
 

(4) 公開セミナーの開催 
2022 年 2 月 17 日に「航空分野の 2050 年カーボ

ンニュートラルに向けた取組みに関するセミナー

～SAF（持続可能な航空燃料）を制するものは世界

を制す～」を開催し、航空業界、その他交通運輸

事業者等に対し、気候変動問題に係る周知啓発を

図った。 
また、2 月 24 日に「JTTRI 国際海運セミナー 新

たな船舶燃料のライフサイクルアセスメント」を

開催し、IMO 他国際海運関係者や、海運業界その

他交通運輸事業者等に対し、WtT(Well to Tank：
燃料を生産・貯蔵・輸送して本船の燃料タンクに

供給するまでに発生する排出)での GHG 排出量評

価に関する国際的な理解促進や、具体的な WtT 排

出量試算に基づく政策提言を行った。 
 
３．総括 
 本調査では、我が国が CORSIA に円滑に対応す

るとともに、本邦エアラインが戦略的に対応して

いくことを後押しすることを目的として、

CORSIA 制度等に係る調査を踏まえ、また、「航空

分野における CO2 削減取組に関する調査検討委

員会」における議論を経て、SAF 及び炭素クレジ

ットに係る課題・論点、解決策等をとりまとめた

（それぞれ「我が国における SAF の普及促進に向

けた課題・解決策」、「航空分野における市場メカ

ニズムを活用した気候変動対策に係る論点の整

理」）。 
 また、セミナーを開催し、上記調査結果及び船

舶燃料のライフサイクルアセスメントも含め、海

事業界、航空業界、その他交通運輸事業者等に対

し、気候変動問題に係る周知啓発を図った。 
 引き続き、気候変動問題に係る海事分野及び航

空分野の課題をより広く知ってもらえるよう、

様々な機会において対外発信していくことが重要

である。 
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１．調査の目的 

近年、ASEAN では、食生活の多様化等に伴いコ

ールドチェーン物流の需要が高まっている一方で、

不十分な温度管理に起因する健康被害や輸送段階

における食品廃棄などが問題となっている。 

このような状況を受け、国土交通省では、日

ASEAN 交通連携の枠組みの下、ASEAN におけるコー

ルドチェーン物流品質の向上を目的として「日

ASEAN コールドチェーン物流ガイドライン」を策

定し、日本規格協会と連携して「JSA-S1004」規格

を策定・発行した。 

ASEAN において同規格を活用した質の高いコー

ルドチェーン物流を構築するためには認証体制の

整備が必要となるため、運輸総合研究所では、国

土交通省と連携し、昨年度の調査を通して同規格

の認証審査ガイドラインを策定した。同審査ガイ

ドラインは、2021 年 11 月の日 ASEAN 交通大臣会

合で承認されている。 

今後、ASEAN において JSA-S1004 の普及促進と

物流事業者の事業活動の円滑化を図るためには、

各国における認証体制の整備について深掘りした

調査が必要となる。また、ASEAN 各国で JSA-S1004

の国家規格化も想定される。そこで、当研究所の

今年度の調査では、国土交通省が昨年度アクショ

ンプランを策定したマレーシアについて、認証審

査ガイドラインを活用した最適な認証体制の提案

を目的として、(1)マレーシアの実情を踏まえた認

証体制の整備に関する調査、(2)JSA-S1004 規格の

相互承認のあり方に関する調査を行った。 

また、ASEAN にとって物流は重要な課題であり、

持続可能な物流体系を構築していく上では、同地

域の物流に係る横断的な課題の改善が必要となる

ことから、ASEAN における物流全般の課題の抽出

に関する調査も実施した。 

 

２．調査結果 

(1) マレーシアの認証体制の整備に関する調査 

マレーシアで JSA-S1004 を認証できる認証機関

について、①JSA-S1004 と親和性の高い ISO のシ

ステムマネジメント認証サービスを行うための認

定をマレーシア標準局から受けている、②コール

ドチェーンと関係のある食品に係る物流関連の規

格の認証サービスを行うための認定をマレーシア

標準局から受けている、③マレーシア運輸省から

推薦を受けている、④提供可能な食品に係る物流

関連の認証サービスの種類、⑤マレーシア国内で

複数の拠点を持っていること等を考慮し、10 の現

地認証機関 1を確認した。これらの認証機関は、

JSA-S1004 の認証を行う能力があるとみなすこと

ができ、かつ、今後策定される国家規格について

も認証を行う能力があると考えられる。 

また、物流事業者へのヒアリング調査結果から、 

1 １０の認証機関は、「SIRIM QAS International Sdn. 

Bhd.」「Synergy Certification Sdn. Bhd.」「KGS 

Certification Sdn. Bhd.」「NIOSH Certification Sdn. 

Bhd.」「MY CO2 Certification Sdn. Bhd.」「Pearl 

Certification Sdn. Bhd.」「AJA EQS Certification (M) 

Sdn. Bhd.」「CARE Certification International (M) Sdn. 

Bhd.」「Prima Cert International Sdn. Bhd.」「GH 

Certification Sdn. Bhd.」 

ASEANでの質の高いコールドチェーン 
ネットワークの構築 

３ 
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JSA-S1004 の取得を促すためには、国家規格の強

制化、政府が進める政策と連携させた優遇措置、

荷主や小売業者への働きかけのほか、受審体制の

構築に向けた支援策等が必要であると考える。 

(2)JSA-S1004 規格の相互承認のあり方に関する

調査 

 JSA-S1004 を取得した事業者がマレーシア国家

規格を取得する場合の問題点は、時間・費用負担

の倍増である。そこで、①両規格の要求事項の内

容が同一であること、②JSA-S1004 認証審査ガイ

ドラインに基づくなど認証審査の方法が同等であ

ること、③認証マニュアル及び担当審査員の審査

能力など認証機関の審査力量が同等であることな

どを前提として、ケース毎に相互承認の可能性を

検討した。 

〈CASE１〉 

 
 

この場合は、認証機関の審査力量も同等であるた

め、物流事業者 A は個別審査なしで認証を取得で

きる可能性がある。 

 

〈CASE２〉 

 

 

JSA-S1004 とマレーシア国家規格を認証する認証

機関が異なる場合、両認証機関とも IAF 加盟の認

定機関より認定された認証機関であることから、

審査力量が同等であるとみなすことが可。認証機

関 B が認証機関 A の審査が JSA-S1004 認証審査ガ

イドラインに基づいていることを確認した場合、

個別審査なしで認証を取得できる可能性がある。 

今後、相互承認について、国土交通省がマレーシ

ア運輸省と協議することが期待される。協議の際

には国土交通省は、以下の点に留意することが重

要である。 

・マレーシア政府の主導で、マレーシア国家規格

の要求事項と JSA-S1004 の要求事項との整合性を

確保することが重要であること 

・マレーシア政府の主導で、認証審査方法の同一

性を担保するため、マレーシアの認証機関に

JSA-S1004 認証審査ガイドラインを活用するよう

働きかけることが重要であること 

・マレーシア政府の主導で、認証機関に対し、コ

ールドチェーン物流に関する人材育成を行うこと

が重要であること 

(3)ASEAN における横断的な物流課題の抽出に関

する調査 

マクロ環境（経済的要因、政治的要因、社会的

要因、技術的要因）に基づいて ASEAN の物流トレ

ンドを分析し、課題を 5 つにまとめた。 

・課題 1:IoT、AI を活用したオペレーションの効

率化 

・課題 2:カーボンニュートラル 

・課題 3:港湾の混雑解消 

・課題 4:物流人材の育成（物流効率化、輸送品質

向上、統計） 

・課題 5:メコン越境輸送の円滑化 

 

これらの課題に対し、協力の方向性をまとめた上

で、委員会に諮ったところ、様々なご意見を頂戴
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した。 

３．マレーシアにおけるコールドチェーン普

及啓発セミナーの開催 

 調査結果を踏まえ、コールドチェーン物流サービス

について ASEAN 諸国の中でも先進的な取り組みを

進めているマレーシアの物流事業者、荷主、認証機

関を対象に、コールドチェーン物流サービス規格

JSA-S1004 を ASEAN の物流事業者が取得する意義

や認証体制整備の重要性についての理解醸成を目

的として、国土交通省、マレーシア運輸省との共催で

セミナーをオンラインで開催した。 

 日本側からは、当研究所の調査検討委員会座長で

ある森隆行流通科学大学名誉教授が基調講演され、

国土交通省は JSA-S1004 普及に向けた取組みにつ

いて、（一財）日本海事協会が JSA-S1004 の認証体

制の整備に向けた取組みついて説明した。マレーシ

ア側からは、マレーシア運輸省が国家規格化に関し

て説明し 、現地物流事業者の TYGC と NLCCN は

JSA-S1004 規格普及の意義について発表した。 

 海外からの視聴者も多く、セミナーの満足度は平均

82％で、日本人（74％）より海外の視聴者（97％）の満

足度が高かった。 

 

４．おわりに 

 マレーシアにおける JSA-S1004 の認証体制の整

備と相互承認のあり方に関しては、調査結果につ

いて国土交通省へ報告を行っている。今後、ASEAN

域内でコールドチェーン物流に関する国家規格化

を検討する国が出てくることが予想されるが、各

国のサービス規格に関する政策、認証制度や認証

機関の能力などを詳細に調査した上で、当該国の

政府機関、有力な認証機関、物流事業者などと議

論していくことが重要であると考える。 

 また、ASEAN における横断的な物流課題に関し

ては、調査検討委員会において多くの貴重な意見

をいただいており、今度の研究に活かしていきた

い。 
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１．調査目的 

 

各国の政府は、より豊かで安定した社会を実現す

るため、運輸分野における安全•安心の向上に取り

組んでいる。その取組みは、持観可能な開発目標 

(SDGs) にも規定（例：SDGs No.3、No.9、No.11) さ

れている。また、運輸分野における安全・安心の確

保は、公共交通の基本的な使命であり、新型コロナ

感染症（COVID-19）による影響を公共交通が大きく

受けている中、その継続や取組みの強化が一層重要

なものとなっている。しかしながら、東南アジア・

南アジア（以下、「アセアン・インド地域」という。）

の運輸分野における安全・安心に関する情報は、充

分に把握されていない状況にある。 

本調査の目的は、アセアン・インド地域の 8 か国

（タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、

ベトナム、ラオス、カンボジア、インド）を対象に

海上・水上輸送、陸上輸送（鉄道、道路交通）、航空

輸送の各分野に関して、安全（安全対策、事故防止

等）と安心（バリアフリー、アクセシビリティの向

上等）をテーマに、関連する調査及び事例集の提供

を通して、社会生活を支える運輸分野のサービスレ

ベル向上への示唆を得るとともに、生活水準の向上

や人的・物的な損失の削減に資することである。具

体的には、アセアン・インド地域の運輸分野におけ

る安全・安心に関する取組実態の調査や課題特定の

ための調査を行い、現状の把握や課題の特定を行う

とともに、事例集を取りまとめるものである。それ

らを基に次年度において関係者と改善策等の検討

を行うこととしている。 

 

２．調査内容及び結果 

 

(1) 運輸分野の安全 

 

① 規制組織の現状 

タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、

ベトナム、ラオスの 6 か国については、運輸省（又

はそれに類する省庁）が、全分野の規制当局として

の役割を有していた。一方、インドでは単独の規制

省庁が存在しておらず、分野ごとに規制省庁が分か

れていた。なお、カンボジアでは、公共事業運輸省

が道路交通と航空に係る規制当局となっているが、

海上・水上輸送及び鉄道に係る規制当局は確認でき

なかった。 

インドネシア、ベトナム、カンボジアの 3 か国に

ついては、規制省庁が担当する各分野の安全対策と

は別に、運輸分野の安全の問題を独立して担当する

組織が存在していることが分かった（ただし、カン

ボジアは道路問題のみを扱っている。）。 

 

②統計情報 

調査対象の 8 か国においては、道路交通の事故件

数が非常に多い状況であった。海上・水上輸送の事

故件数はフィリピンやマレーシアで多く、フィリピ

ンでは死者数が 200 人を超える年もあった。 

鉄道事故については、タイ、ベトナム、インドに

おいて、過去 5 年間の年間平均死者数が 80 人以上

と他国よりも多かったが、マレーシア及びインドネ

シアにおいては、30 人未満と少なかった。また、航

空事故については、年間平均の事故件数が概ね 10件

以下と少ないが、フィリピンやインドなど、一部の

国においては、重大事故により多くの死者数を記録

している年もある。 

 

③法・制度・政策 

タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、

ベトナム、インドの 6 か国においては、海上・水上

アセアン・インド地域の運輸分野における 
安全・安心の向上のための調査研究 
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輸送、道路輸送、鉄道輸送、航空輸送のいずれにお

いても、安全に関する法制度やガイドラインが既に

制定されていた。また、ラオスとカンボジアにおい

ては、海上・水上輸送分野における安全に関する法

制度やガイドラインが部分的にしか整備されてお

らず、また、カンボジアにおいては鉄道分野におけ

る法制度やガイドラインが部分的にしか整備され

ていない状況であった。 

 

④課題・懸念事項 

施設面では、鉄道分野において、列車の交換部品

のメンテナンスが適切に行われていないために、脱

線事故につながっていることが分かった。また、海

上・水上輸送分野でも同様に、小規模の民間事業者

では、機材に対する投資が十分でなく、結果として

事故が頻繁に発生していることが分かった。 

運用面では、道路分野において、道路管理が複数

の機関によって行われていることに起因して、統合

的な対策の実施が難しいことや、維持管理に必要な

データ収集が効率的にできていないことが課題と

して挙げられた。 

組織・人材面では、事故の削減に向けた行政指導

の徹底や、規制側の取締り人員の不足、また各事業

者における危険な運転操作の抑制や安全意識の向

上のための社員教育の必要性が課題として挙げら

れた。 

法制度・基準面では、制度やガイドライン等が十

分に整っていない点や、定期的な更新の必要性が課

題であることが分かった。また、複数の管轄機関に

跨る統合的な計画策定の必要性や、海事・航空分野

において、各国の制度が国際基準に合わない点があ

るなどの課題も挙げられた。 

 

⑤ ニーズ・将来の展望 

全体として、本調査に関する継続的な結果の共有

やウェビナー開催等についての要望が挙げられた。

また、法制度や人材育成、技術改良等に関して、日

本の事例共有や事故防止のための助言についての

要望が挙げられた。 

 

(2) 運輸分野の安心 

 

① 法・制度・政策 

タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、

ベトナム、インドの 6 か国では、海上・水上輸送、

道路輸送、鉄道輸送、航空輸送のいずれにおいても、

安心に関する法制度やガイドラインが制定済であ

った。一方、ベトナムについては、道路の交通安心

に関して運行面での法制度は整っているものの、施

設に関する法制度が整っていないことが分かった。 

カンボジアでは、航空分野においては安心に関す

る法制度が確認できたものの、海上・水上輸送、鉄

道、陸上輸送の 3 分野において法制度が整っていな

いことが分かった。また、ラオスでは安心に関する

法制度が整っていないことも分かった。 

 

②課題・懸念事項 

施設面では、新規に整備される施設（ターミナル、

駅、乗り物等）のバリアフリー化の対応のみならず、

既存施設へのバリアフリー設備の導入についても、

課題があることが分かった。 

運営面では、スタッフに対するユニバーサルデザ

インへの意識向上等の必要性が挙げられた。 

法制度・基準面では、バリアフリーに関する制度

やガイドライン等の更新の必要性が挙げられた。 

 

③ニーズ・将来の展望 

本調査に関する継続的な結果の共有やウェビナ

ーの開催等についての要望が挙げられた。また、駅

をはじめとする施設へのユニバーサルデザインの

導入やそのためのマニュアルの作成に対する技術

的、専門的な支援の要望が挙げられた。 

 

３．総括 

 

 2021 年度に実施した本調査を通じて、対象国にお

ける運輸分野の安全・安心に関する取組みの現状を

把握するとともに、課題の抽出を行うことができた。

本調査は、2021 年 10 月から 2022 年 2 月の約 5 か月

間に対象国 8 か国で 40 回の会議、面談及びヒアリ

ングを実施した。COVID-19 のためほとんどがオンラ

インベースとなったが、そのうちの 6 回は対面での

面談を行った。また、各国における現状や課題につ

いての事実関係や背景事情の共有を通じ、アセア

ン・インド地域における安全・安心に関する現状と

課題を整理するとともに、関係国との間で共通理解

を深めるための意見交換会を、2022 年 3 月 4 日にオ

ンラインにて開催した。 

  本調査を受け、2022 年度には、運輸分野に関す

る安全・安心に関する課題に対しての改善策を検

討するとともに、それらの成果を公表するための

イベントを開催し、アセアン・インド地域の関係

国における安全・安心の向上のための機運を醸成

することとしている。こうした活動を通じ、アセ

アン・インド地域における運輸分野の安全・安心

の向上を図り、公共交通の発展や各国の経済や福

祉の向上に貢献していく所存である。  
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１．調査目的 

 

１．調査の背景・目的 

新型コロナウイルスの影響により、個人や企業

において様々な行動変容が起きており、これらの

行動変容が公共交通の利用減少など大きな影響を

及ぼしている。 
これらの行動変容が一過性のものであるのか、

継続されるものであるのか現時点における見極め

は困難な状況であるが、これらの行動変容による

公共交通への影響について現状を的確に把握し、

今後の影響を見極める必要がある。 
その上で、これまで示されてきた中長期の社会

経済情勢や国土構造、都市構造における新型コロ

ナウイルスの影響による変化の見通しを考慮し、

新型コロナウイルスの影響が想定される短中期

（2025～2030 年）と、新型コロナウイルスの影響

を超えて、経済、人口、ライフスタイル、国土・

都市構造、技術革新、国際情勢、気候変動対策等

の様相が現在と異なると見込まれる長期（2050 年）

をターゲットとして、公共交通のあり方と対応方

策、また、その具体化に必要とされる政策や公共

交通事業の姿について調査研究するものである。 
これらの背景を踏まえ本調査の目的は、以下と

した。 
 新型コロナウイルスの影響の把握 

新型コロナウイルスの影響による個人・企業の

行動変容を把握するとともに、行動変容が公共交

通へどの程度影響を及ぼしているか整理分析 
 2050 年における将来のシナリオ作成 

将来の社会経済情勢、国土・都市構造等の交通

をとりまく環境を想定し、将来の交通像を検討 
 
 

 
 

２．検討体制 
本調査では、有識者、政府関係者等から構成さ

れるポストコロナの公共交通のあり方検討委員会

を設置した。また、対象とする交通の特徴を踏ま

え地域間交通と地域内交通に分けて小委員会を設

置し検討を行った。各委員会の検討体制は以下に

示す通りである。 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
３．調査内容 
(1) 新型コロナウイルスによる交通への影響 
1）需要面 

新型コロナウイルスの影響により、働き方、学

び方、日常行動などが大きく変化するとともに、

移動制限等の影響を受け、交通需要が減少した。 
このような状況がいつまで続くのかという見通

しは現時点では困難であるが、コロナ後において

は、観光需要の回復は想定されるものの、テレワ

ークやオンライン会議等は継続して実施されるこ

とが想定されることから、業務目的の通勤や出張

などの流動は減少が続くものと考えられる。 
アンケートをベースとした事務局試算では出張

は約 4 割減少、地域間交通の需要は 2030 年に約 1
割減、2050 年に約 3 割減と推計される。また、テ

新型コロナウイルス感染症の 
影響による行動・移動の変容を見据えた 

公共交通のあり方に関する研究 
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レワークによる通勤目的流動は、大都市圏では約

2 割弱、地方中枢都市圏では約 1 割弱と推計され

る。将来の人口減少に伴う需要の減少がコロナに

より前倒し、加速された。 
2）供給面 

新型コロナウイルスの影響で交通事業者は職員

の出向、減便等により経費を削減している。 
コロナ後も固定費の削減を中心に、運輸セグメ

ント以外での収益拡大を目指す方向である。 
ただし、規模の大きい事業者は何とか持ちこた

えられるかもしれないが、中小事業者は長期的な

人口減少の影響も含め、経営悪化、新規インフラ

の投資は困難となることが想定される。 
3）今後の対応策の方向性 

民間の経営努力のみによる維持は限界がある。

地方においては、当面の赤字補填支援のみならず、

長期的な日本全体の地域間交通像のあるべき姿を

踏まえたうえで、企業規模、地域、市場の違いに

応じた持続可能な政策を検討する必要があると考

えられる。 
 

(2) 2050 年における将来のシナリオ作成 
1）海外の状況 

将来のシナリオ作成の参考とするため、海外の

国土構造、都市政策、交通政策等の事例を収集整

理した。その結果、主要施設へのアクセシビリテ

ィの公平性や、環境等への配慮から日常生活を公

共交通・徒歩・自転車で完結できる都市を目指し

たエコモビリティの視点などが把握できた。また、

施策例として都市の階層別にネットワークを設定

することや、将来像の検討方法として要素別に複

数の社会経済像を想定しその組合せにより不確実

な将来像を想定することなどが把握できた。 
2）交通をとりまく主要な要素 

主要要素として、従来から交通に影響を与える

と考えられている人口・経済に加えて、長期的に

影響を与えうる国土構造・都市構造や価値観を整

理した。また、近年注目されている自然災害・脱

炭素・SDGｓなども整理した。一方、これらの要

素は相互に関係性を有しているものや、長期的な

方向性が不確実なものもありそれらの構造を整理

した。 
3）将来のシナリオ 

「要素」ごとの「将来の方向性」が明確な場合

は「前提」とし、将来の方向性が複数ある場合は、

軸として設定し、複数のシナリオを設定した。 
異なる要素であっても、将来の方向性は一致す

る場合があったため、将来の方向性で軸を設定し

た。本検討では、様々に考えられる組合せから、1
つのケースとして、2 つの要素を軸として設定し

た。 
軸①：効率性重視／公平性重視 
軸②：リアル／バーチャル 
その結果、以下に示す４つのシナリオを想定し、

交通をとりまく環境と交通像を示した。 
シナリオ①：公平性重視×バーチャル 
シナリオ②：効率性重視×バーチャル 
シナリオ③：公平性重視×リアル 
シナリオ④：効率性重視×リアル 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

今回設定したシナリオによる交通像は、1 つの

ケースとして検討したものであり、今後とも引き

続き、交通をとりまく環境や将来の交通像の検討

を深度化する必要がある。また、将来の交通像の

あり方を踏まえ、あるべき交通像の実現に向けた

対応方策の検討を行っていく必要がある。 
 
４．総括 

本調査では、新型コロナウイルスによる交通へ

の影響を把握した。その結果、コロナ禍において

は、様々な要因により交通需要の減少が見られた。 
コロナ後においても、一部の行動変容による交

通需要の減少は継続しコロナ前までは戻らない可

能性が示唆された。その結果、将来的には、民間

の経営努力による公共交通の維持には限界がある

ことが示唆された。 
また、2050 年における将来の交通像を検討する

ため、様々な構成要素を整理し、見通しが不確実

な要素も多くある中、軸①（効率性重視／公平性

重視）と軸②（リアル／バーチャル）を設定して、

交通をとりまく環境と交通像の一例を示した。 
将来の交通像を示すためには、引き続き詳細に

議論・検討を行うとともに、あるべき交通像の実

現に向けた対応方策についても詳細な検討を行う

予定である。  

• 地方中枢都市に大都市の機能が移転
• 県庁所在市や町村等では人口減少により居住地が分散
• 多様な価値観などから人の居住は分散
• オンライン化による生活の利便性向上により移動需要は低下

• 大都市に機能集中
• 地方中枢都市・県庁所在市でコンパクトシティ化が進展
• 人の居住はより機能が集中した中心部に転移
• オンライン化による生活の利便性向上により人々の移動需要
は低下

• 地域間の交通像：大都市、地方中枢都市の人口は維持され、人の
居住が分散することから、移動需要は増加するものの、オンライ
ン化による需要減少あり

• 地域内の交通像：居住地の分散による小さな拠点間での移動需
要はあるものの、オンライン化による需要減少あり

• 地域間の交通像：大都市、地方中枢都市への人口集中による
移動需要は増加するものの、オンライン化による需要減少あり

• 地域内の交通像：コンパクト化した拠点間での移動需要の集中
はあるものの、オンライン化による需要減少あり

• 地域間の交通像：大都市、地方中枢都市への人口集中による
移動需要は増加する

• 地域内の交通像：コンパクト化した拠点間での移動需要の集
中はある

• オンライン化の進展はあるが、人はリアルな交流を求めるため、
集中した移動需要はある

• 地域間の交通像：大都市、地方中枢都市の人口は維持され、人の
居住が分散することから、移動需要は増加する

• 地域内の交通像：居住地の分散による小さな拠点間での移動需
要はある

• オンライン化の進展はあるが、人はリアルな交流を求めるため、
移動需要は存在する

• 大都市に機能集中
• 地方中枢都市・県庁所在市ではコンパクトシティ化が進展
• 人の居住はより機能が集中した中心部に転移
• オンライン化の進展はあるが、人はリアルな交流を求め、移動
需要は継続

• 地方中枢都市に大都市の機能が移転
• 県庁所在市や町村等では人口減少により居住地が分散
• 多様な価値観などから人の居住は分散
• オンライン化の進展はあるが、人はリアルは交流を求め、移動需
要は継続

バーチャル

リアル

効率性重視 公平性重視国土構造・都市構造・価値観（効率、公平）

価
値
観
（コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
）

交通をとりまく環境 交通像

- 20 -



報告書名：

新型コロナウイルス感染症の影響による行動・移

動の変容を見据えた公共交通のあり方に関する研

究 報告書（資料番号 202104） 

本文：A4 版 130 頁 
新型コロナウイルス感染症の影響による行動・移

動の変容を見据えた公共交通のあり方に関する研

究 参考資料（資料番号 202105） 
本文：A4 版 807 頁 

報告書目次：

1. 調査概要

1.1 背景と目的

1.2 検討対象

1.3 将来のシナリオの検討方法

1.4 検討体制

2. コロナ前トレンドの整理、分析

2.1 地域間交通の整理、分析

2.2 地域内交通の整理、分析

2.3 交通をとりまく環境の整理

2.4 コロナ前トレンドのとりまとめ

3. コロナによる行動変容の分析

3.1 コロナ禍における交通への影響分析 
3.2 コロナ後も残る行動変容の把握 
3.3 コロナ後における交通への影響 
3.4 コロナによる行動変容の検討のとりまとめ 

4. 海外の状況

4.1 海外の交通政策等

4.2 長期将来シナリオ

4.3 海外の状況のとりまとめ

5. 交通の課題

6. 長期的な将来の交通像の検討

6.1 長期的な交通をとりまく環境の姿

6.2 長期的な交通像

7. 今後の課題

【担当者名：竹島 晃、新倉 淳史、三浦 久、

嶋田 優樹、新田 裕樹】

【本調査は、日本財団の助成金を受けて実施した

ものである。

一般財団法人運輸総合研究所 
〒105-0001 東京都港区虎ノ門 3-18-19 ＵＤ神谷町ビル 

TEL : 03-5470-8400  FAX : 03-5470-8401 

- 21 -


	2021_報告書要旨目次
	01_2021インド太平洋_pなし
	02_2021航空CO2_pなし
	03_2021コールドチェーン_pなし
	04_2021安全・安心_pなし
	05_2021ポストコロナ_pなし
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ



